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Ⅱ．町田市の財務諸表４表について 

 

はじめに 

 市の会計は 1 年間にどれくらいの収入があり、何にいくら使ったかという現金収支に着

目した現金主義会計が採用されています。しかし、これだけでは現在どれだけの資産を持

ちどれくらいの借金があるのか、また、行政サービスを提供するのにどのくらいのコスト

がかかっているのかわかりにくいものになっています。 

 そこで、町田市では平成 13 年度より資産や負債、コストの状況をよりわかりやすく分析、

公表できるよう、貸借対照表及び行政コスト計算書を作成、公表し、複式簿記・発生主義

の考え方による財政分析を進めてきました。 

 こうした取り組みは全国で広がりを見せ、平成 18 年 8 月 31 日の総務事務次官通知「地

方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」において、資

産・債務に関する情報開示と適正な管理を一層進めることを目的として、「新地方公会計制

度研究会報告書」で示された、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産

変動計算書の財務諸表４表を、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースで整備

することが、全国の市町村で制度化されました。 

 町田市ではこれを受けて、従来からの取り組み、考え方を継承しつつ、平成 20 年度決算

より、総務省の提示している「総務省方式改定モデル」による財務諸表４表を、普通会計

に加え、公営事業会計、第三セクター等も含めた連結ベースで作成・公表しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸貸借借対対照照表表  

 貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、そ

の資産形成の財源（負債・純資産）を総括表示した一覧表です。 

純純資資産産変変動動計計算算書書  

 純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が 1 年間でどのように増減したかを示した財務

書類です。純資産の総額の変動とともに、どういった財源や要因で増減したのかを表していま

す。 

行行政政ココスストト計計算算書書  

 行政コスト計算書は、資産形成などを除いた 1 年間の経常的な行政活動に伴うコストを性質

別（人件費・物件費など）及び行政目的別（福祉、生活インフラ・国土保全など）に表した財

務書類です。経常的な行政サービスにかかったコストや、それに対する受益者負担がどれほど

あるかを表しています。 

財務諸表４表
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資資金金収収支支計計算算書書  

 資金収支計算書は、1 年間の資金（現金）の流れの収支を、性質別に「経常的収支」「公共資

産整備収支」「投資・財務的収支」の 3 つに区分して示した財務書類です。     

 地方公共団体のどのような活動に資金（現金）が必要とされ、どのように賄っているかを表

しています。 

【行政コスト計算書】 【純資産変動計算書】 【資金収支計算書】

借方 貸方

資産 負債

純資産

【貸借対照表】

財務諸表４表の関連

経常行政コスト

｜

経常収益

∥

純経常行政コスト

期首純資産残高

｜

＋

一般財源+国庫補助金

等

±

科目振替等

∥

純経常行政コスト

期末純資産残高

収入

｜

支出

∥

歳計現金増減額

＋

期首歳計現金残高

∥

うち

歳計現金

期末歳計現金残高
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１．貸借対照表の概要 
 

（１）貸借対照表とは 
 

貸借対照表とは、基準日（会計年度の最終日）

において、市が保有するすべての資産・負債等の

ストック（財貨の貯蔵量）の状況を総括的に表示

したもので、過去から累積された資産・負債等の

状況をわかりやすくしたものです。 

左側（借方）には「資産の部」として有形固定

資産・投資等（投資及び出資金・貸付金・基金）

及び流動資産（現金預金・未収金等）など、町田

市が基準日において所有する財産の状況を記載し

ています。右側（貸方）には、「資産の部」に計上された財産を形成するための財源となっ

た資金を「負債の部」と「純資産の部」に分けて載せています。 

このうち、「負債の部」は、固定負債と流動負債に分けて、地方債・債務負担行為・退職

手当引当金など将来において負担しなければならないものを記載しています。 

「純資産の部」は、企業において「資本」にあたる部分で、「資産の部」から「負債の部」

を差し引いたものをいい、公共資産等整備国県補助金等、公共資産整備等一般財源等及び

その他一般財源等（市税等）がこれに該当します。 

このように貸借対照表上は、 

資産の部 ＝ 負債の部 ＋ 純資産の部 

となり左右のバランスのとれた対照表となります。 

借方 貸方

〔資産の部〕 〔負債の部〕

○有形固定資産 ○固定負債

○流動負債

○投資等 〔純資産の部〕

○流動資産
○公共資産等整備国庫

補助金等

○公共資産等整備一般

財源等

○その他一般財源
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[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 518.7億円

①生活インフラ・国土保全 2,585.4億円 (2) 長期未払金

②教育 1,308.6億円 ①物件の購入等 ―

③福祉 103.8億円 ②債務保証又は損失補償 ―

④環境衛生 168.4億円 ③その他 ―

⑤産業振興 46.3億円 長期未払金計 ―

⑥消防 47.7億円 (3) 退職手当引当金 147.1億円

⑦総務 619.9億円 (4) 損失補償等引当金 ―

有形固定資産合計 4,880.1億円 固定負債合計 665.8億円

(2) 売却可能資産 31.1億円

公共資産合計 4,911.2億円 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 50.4億円

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金 ―

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 ―

①投資及び出資金 35.8億円 (4) 翌年度支払予定退職手当 31.1億円

②投資損失引当金 ― (5) 賞与引当金 6.8億円

投資及び出資金計 35.8億円 流動負債合計 88.3億円

(2) 貸付金 0.9億円

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 754.1億円

①退職手当目的基金 12.0億円

②その他特定目的基金 112.9億円

③土地開発基金 30.0億円

④その他定額運用基金 1.5億円 [純資産の部]
⑤退職手当組合積立金 ― 765.3億円

基金等計 156.4億円

(4) 長期延滞債権 21.9億円 ２　公共資産等整備一般財源等 3,772.5億円

(5) 回収不能見込額 -5.1億円

投資等合計 209.9億円 ３　その他一般財源等 -80.8億円

３　流動資産 ４　資産評価差額 31.1億円

(1) 現金預金

①財政調整基金 64.0億円 純　 資　 産　 合　 計 4,488.1億円

②減債基金 ―

③歳計現金 45.8億円

現金預金計 109.8億円

(2) 未収金

①地方税 13.2億円

②その他 1.3億円

③回収不能見込額 -3.2億円

未収金計 11.3億円

流動資産合計 121.1億円

資　　産　　合　　計 5,242.2億円 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,242.2億円

平成２１年度普通会計の貸借対照表

１　公共資産等整備国県補助金等

（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

資産と負債の差
額で、資産を形成
する際の財源と
なった金額。

地方税等の
収入未済額
のうち、当
初調定年度
が当該年度
以前のもの 

長期にわた
り利用でき
る資産で、
土 地 ・ 建
物 ・ 構 築
物・備品等
が該当。 

土地開発
公社や財
団法人等
に対する
出資金。 

市民や事
業者への
貸付金。 

 
予期しな
い収入減
や支出に
備えるた
めに積み
立てた基
金。 

当該年度
の歳入・
歳出の差
額 

借り入れた市債
のうち、翌々年度
以降に償還予定
の金額。 

年度末に
全職員が
普通退職
すると仮
定した場
合の退職
金額。 

借り入れた
市 債 の う
ち、翌年度
に償還予定
の金額。 

時効等の理由
により回収が
困難であると
見込まれる市
税や使用料・手
数料等の額 

地方税等の
収入未済額
のうち、当
該年度に新
たに発生し
たもの 

翌年度に支
払うことが
予定されて
いる職員の
賞与のうち
当該年度の
勤務により
発生する負
担相当額。

「 公 共 資
産」及び「投
資」を形成
している財
源 

売却可能
資産を評
価したこ
とによる
変動によ
るもの 

有形固定
資産のう
ち未利用
資産等売
却が可能
な資産 
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（２）作成基準 
 

平成 19 年 10 月総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」に示された財

務諸表モデルのうち、「総務省方式改定モデルに基づく財務諸表作成要領」に基づき作成し

ました。 

○ 作成基準日 

平成 22 年 3 月 31 日現在で作成しています。 

   

○ 基礎数値 

昭和 44 年以降の決算統計のデータを用いています。 

 

○ 対象会計範囲 

普通会計を対象に作成しています。普通会計とは決算統計上統一的に用いられる会計区

分で、町田市の場合、一般会計に忠生区画整理事業の一部を加え、駐車場事業に係る経

費を除いたものです。 

   

○ 出納整理期間 

出納整理期間（4 月 1 日～5 月 31 日）の出納は、貸借対照表の基準日（3 月 31 日）ま

でに終了したものとして処理しています。 

   

○ 公共資産の評価方法 

有形固定資産については、｢取得原価主義｣により積算を行っています。具体的には昭和

44 年度以降の決算統計における普通建設事業費のデータを用いています。ただし売却可

能資産については、固定資産評価額を用いた時価評価を行っています。 

また土地以外の有形固定資産については、総務省の報告書で示された耐用年数に従い、

残存価格を 0 円とする定額法により減価償却をしています。耐用年数は、次の耐用年数表

のとおりです。 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

決算統計上の区分 耐用年数 決算統計上の区分 耐用年数

総務費 漁港 50 街路 48

庁舎等 50 農業農村整備 20 都市下水路 20

その他 25 海岸保全 30 区画整理 40

民生費 その他 25 公園 40

保育所 30 商工費 25 その他 25

その他 25 土木費 住宅 40

衛生費 25 道路 48 空港 25

労働費 25 橋梁 60 その他 25

農林水産費 河川 49 消防費

造林 25 砂防 50 庁舎 50

林道 48 海岸保全 30 その他 10

治山 30 港湾 49 教育費 50

砂防 50 都市計画 その他 25

耐用年数表
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○ 投資等 

・ 投資及び出資金 

   他団体への出資や出捐金を計上しています。 

・ 長期延滞債権 

   市税や使用料などに係る平成 20 年度以前からの未納額を計上しています。 

・ 回収不能見込額 

   長期延滞債権のうち、時効等の理由により回収が困難であると見込まれるもの

を計上しています。 

   具体的な算定方法については、債権ごとに、以下の不納欠損実績率を用いて算

定しています。 

 

 

 

 

 

 

○ 流動資産 

・ 未収金 

   市税や使用料などに係る収入未済額のうち長期延滞債権以外の額を計上してい

ます。 

・ 回収不能見込額 

   未収金の回収不能見込額についても、長期延滞債権と同様の方法で算定・計上

しています。 

     

○ 固定負債 

・ 地方債 

   地方債の年度末残高のうち、翌年度の元金償還額予定額を控除した額を計上し

ています。 

・ 退職手当引当金 

   全職員が年度末に普通退職したと想定し、積算した退職手当総額を計上してい

ます。 

 

○ 流動負債 

・ 賞与引当金 

   翌年度に支払うことが予定されている職員の賞与のうち、当該年度の勤務によ

り発生する負担相当額を計上しています。 

回収不能見込額 ＝ 長期延滞債権額 × 不納欠損実績率 

 

不納欠損実績率 ＝  
過去 5年間の不納欠損累計額 

過去 5年間の滞納繰越収入額＋過去 5年間の不納欠損累計額
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○ 純資産 

   資産を取得する財源として、負債を差し引いたものをいい、公共資産整備等国県補

助金等、公共資産整備等一般財源等、その他一般財源等、資産評価差額に区分してい

ます。 

 

２.貸借対照表による財政分析 
 

○ 比較都市 

 近近隣都市として神奈川県相模原市、人口及び産業構造が類似している都市として東

京都八王子市、神奈川県鎌倉市を比較対象としました。 

 なお、比較都市のデータは平成 20 年度決算に基づくものを使用しています。 

 

（１）貸借対照表 
 

①資産 
平成 21 年度末の資産総額は前年度と比較すると 8 千万円減少（△0.02％）し、5,242

億 2 千万円となりました。構成比をみ

ると、公共資産が 93.7％、投資等が

4.0％、流動資産が 2.3％となっており、

これまで形成されてきた道路や学校、

文化施設等の有形固定資産が資産の大

部分を占めていることがわかります。 

ア 公共資産 

公共資産のうち有形固定資産は前年

　〈町田市及び比較都市の財政指標等〉

町田市 八王子市 相模原市 鎌倉市

417,919 547,702 694,752 176,669

面積（㎞2 ) 71.63 186.31 328.84 39.6

76,097 103,388 128,976 37,949

5.3 2.1 3.9 3.9

8.0 13.3 13.4 13.5

1.15 1.04 1.06 1.21

89.5 86.8 94.7 92.8

1,986 2,802 4,368 1,317

Ⅳー3 Ⅳー3 中核市 Ⅳー3

※町田市は平成21年度決算統計、比較都市は平成20年度決算統計の数値によります。

住民基本台帳人口（人）

標準財政規模(百万円)

実質収支比率(％)

経常収支比率(％)

普通会計職員数(人)

類似団体類型

公債費負担比率(％)

財政力指数

資産の状況

4,9114,8594,803

210216214
121168108

5,2425,2435,125

2,8222,7942,751

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19 20 21 年度

億円

流動資
産

投資等

公共資
産

うち土
地
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度と比較すると 43 億 2 千万円増加（0.9％）し、4,880 億 1 千万円となりました。目的

別に見ると、「生活・インフラ」が 2,585 億 4 千万円と最も多く、次いで教育費が 1,308

億 6 千万円となっています。この 2 部門で有形固定資産全体の 79.8％を占めています。

有形固定資産は土地と土地以外（建物、構築物等）に区分され、前者は土地の取得がそ

のまま資産の増加となりますが、後者は償却資産ですので、毎年の減価償却額を上回る

新規取得があってはじめて資産の増加となります。 

 

イ 投資等 

投資等は前年度と比較すると 6 億 4 千万円減少（△3.0％）し、209 億 9 千万円とな

りました。これは、定年退職者がピークを迎えたため、退職手当目的基金を 6 億円取り

崩したことが主な要因です。投資等のうち、基金が 156 億 4 千万円と、全体の 74.5％

を占めています。基金は退職手当目的基金、特定目的基金、土地開発基金、定額運用基

金からなり、流動性の高い財政調整基金は流動資産に区分されます。 

 

ウ 流動資産 

流動資産は 1 年以内に現金化が可能な流動性の高い資産です。平成 21 年度末の流動

資産は前年度と比較すると 47 億円減少（△28.0％）し、121 億 1 千万円となりました。

そのうち、現金・預金は経済変動等による財源不足に備えるために積み立てられた財政

調整基金 64 億円と、歳入決算額と歳出決算額の差額である歳計現金 45 億 8 千万円です。

流動資産の減少の原因は、歳計現金が 49 億円減少したことによるもですが。これは前

年度は、定額給付金給付事業の財源として、一時的な国庫支出金の歳入があったことに

よるものであります。 

49.2

30.0

113.1

30.0
1.5

60.2

30.0

122.6

30.0
1.5

60.2

22.0

111.3

30.0
1.5
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②負債 
平成 21 年度末の負債総額は前年

度と比較すると 21 億 6 千万円減少

（△2.8％）し、754 億 1 千万円とな

りました。そのうち、流動負債に計

上される市債翌年度（平成 22 年度）

償還予定額は 50 億 4 千万円で 7 億

7 千万円減少しています。また、固

定負債に計上される市債の翌々年

度（平成 23 年度）以降に償還予定

の額は 518 億 7 千万円で 2 千万円増

加しており、これらを合わせた市債

残高は合計 569 億 1 千万円で、7 億 5 千万円減少しています。また、退職給与引当金は

147億1千万円で9億4千万円減少していますが、これは職員数の減少によるものです。 

③純資産 
平成 21 年度末の純資産総額は前年度と比較すると 20 億 8 千万円（0.5％）増加し、

4,488 億 1 千万円となりました。そのうち、公共資産等整備国県補助金等は 765 億 3 千

万円で純資産の 17.1％、公共資産等整備一般財源は 3,772 億 5 千万円で純資産の 84.1％

を占めています。 

その他一般財源は、80 億 8 千万円のマイナスとなっています。これは資産形成を伴

わない負債である退職手当引当金等に対する積み立てがなされていないため、翌年度以

降の負担額のうち 80 億 8 千万円は既に使途が拘束されていることを意味しています。 

 

（２）市民一人当たり貸借対照表 
 貸借対照表の各金額を年度末現在の人口で割ったものが市民一人当たり貸借対照表です。

貸借対照表の金額がより身近に感じられるとともに、人口規模の違いにかかわらず自治体

間の比較が可能になります。 

負債の状況
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賞与引当金

翌年度支払
予定退職手
当
地方債（市
債）翌年度
償還予定額
退職給与引
当金

地方債（市
債）

【資産の部】 【負債の部】

１　公共資産 1,175,144円 １　固定負債 159,298円

　うち地方債(市債) 124,090円

２　投資等 50,205円 　うち退職給与引当金 35,208円

　うち投資及び出資金 8,563円

　うち基金等 37,427円 ２　流動負債 21,138円

負債合計 180,436円

【純資産の部】

３　流動資産 28,999円 純資産合計 1,073,912円

資産合計 1,254,348円 負債・純資産合計 1,254,348円

借　　　　方 貸　　　　方

平成21年度末　市民一人当たり貸借対照表
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平成 21 年度末の市民一人当たり資産は、125 万 4 千円（うち公共資産 117 万 5 千円）と

なり、前年度と比較すると 9 千円減少しています。 

市民一人当たりの負債は

18 万円、純資産は 107 万 4

千円です。前年度と比較して

負債は 7 千円減少していま

す。比較都市の中では、負債

は最も少なくなっています。  

 
 
 
 
 

（３）社会資本形成の世代間負担比率 
 これまでの社会資本形成の結果である資産合計の財源が国・都支出金や一般財源等とい

った純資産によるものなのか、市債等の負債によるものなのかを見ることによって、世代

間の負担割合を知ることができます。 

 町田市の当世代負担比率は 85.6％で、比較都市の中では比率が最も高くなっています。

将来世代への負担

を考えた場合、当世

代負担割合が高い

方が財政面での安

全性が高いといえ

ます。しかしながら、

資産のうち大部分

を占める有形固定

資産は長期にわた

って市民に利用さ

れるものですので、世代間の負担の公平性という観点からいうと、必ずしも当世代負担割

合が高い方がいいとはいいきれません。 

 

純 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

 ＝ 当世代（これまでの世代）による社会資本の負担比率（％）

 ＝ 将来世代による社会資本の負担比率（％）
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（４）歳入合計対資産比率 
 資産合計の歳入合計に対する比率を計算することにより、社会資本形成のために何年分

の歳入が充当されたかを見ることができます。この比率により、これまでにその団体が資

本的支出と費用的支出のどちらに重点を置いてきたのかがわかります。 

 町田市の歳入合計対資産

比率は 3.99 年で、比較都市

の中では 3 番目に位置して

います。年数が多いほど社

会資本整備が進んでいると

考えられますが、その反面、

維持管理費が多くかかり財

政的な負担を強いられるこ

とになります。 

 
 

 
（５）有形固定資産の行政目的別割合 
 有形固定資産の行政目的別割合を見ると、これまでの社会資本形成がどの分野に重点を

置かれてきたかがわかります。また、団体間で比較することにより、団体ごとの資産形成

の特徴を知ることができます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 合 計

歳 入 合 計
 ＝ 歳入合計対資産比率（年）

有形固定資産の目的別割合
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町田市においては、「生活インフラ・国土保全」の割合が 53％と最も高く、次いで「教育」

26.8％、「総務」12.7％となっています。比較都市の中では、「生活インフラ・国土保全」の

割合がやや高めで、「教育」の割合はやや低いことがわかります。 

 なお、この割合は社会資本形成の割合を示すものであり、たとえば「福祉」における扶

助費のように、予算に占める割合が高くてもその支出が社会資本形成に結びつかないもの

もありますので、この割合のみをもって行政サービスの多寡をいうことはできません。 

 

 

 

 
（６）資産老朽化比率 
 有形固定資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、有形固

定資産がどの程度老朽化しているかが分かります。本市の場合、減価償却を行う有形固定

資産のうち、43.3％が償却済みとなっています。償却済額に対しての今後の修繕費等の準備

が必要であるといえます。 

 

 

 

 

教 育

有 形 固 定 資 産 合 計
 ＝ 有形固定資産のうち「教育」の占める割合（％）（例）

土地 減価償却累計額 有形固定資産未償却分
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○資産老朽化率
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（4,880億円） （2,822億円） （1,571億円）
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３．行政コスト計算書の概要 
 

（１）行政コスト計算書とは 
 

貸借対照表は資産、負債等の状況を明らかにするものでしたが、市の活動は将来の世代

も利用できる資産の形成だけではなく、各種行政サービスも提供しています。この資産形

成につながらない市民への行政サービスにどれだけ費用（コスト）がかかり、それをどの

ような歳入で賄ったかを示すものが行政コスト計算書です。 

計上するコストの範囲は、当該年度の市民に提供した行政サービスに要する費用のうち、

資産形成につながる支出を除いた現金支出に減価償却費、不納欠損額、退職手当引当金や

賞与引当金の繰入額といった非現金支出を加えたものをコストの範囲としており、企業会

計での経常経費の明細表に対応するものです。 

目的別経費は、生活インフラ・国土保全、教育、福祉など行政分野ごとに、また、性質

別経費は、下表のとおり「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」、「移転支出的なコス

ト」、「その他のコスト」の４つに分類されます。 

 

なお、経常収益については、「使用料・手数料」「分担金・負担金・寄付金」といった具

体的な行政サービスに対する対価として収入される科目のみを計上しています。 

 

 

「人にかかるコスト」 人件費、退職給与引当金繰入、賞与引当金

「物にかかるコスト」 物件費、維持補修費、減価償却費

「移転支出的なコスト」
社会保障給付、補助費等、他会計への支出額、他団体へ
の公共資産整備補助金等

「その他のコスト」
失業対策費、公債費（利子分のみ）、債務負担行為繰
入、不納欠損額等
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　【経常行政コスト】

総　　額 （構成比率）

（１）人件費 191.5億円 17.5%

（２）退職手当引当金繰入等 18.7億円 1.7%

（３）賞与引当金繰入額 6.8億円 0.6%

小　　計 217.0億円 19.8%

（１）物件費 177.8億円 16.2%

（２）維持補修費 9.7億円 0.9%

（３）減価償却費 83.1億円 7.6%

小　　計 270.6億円 24.7%

（１）社会保障給付 282.9億円 25.8%

（２）補助金等 155.9億円 14.2%

（３）他会計等への支出額 149.5億円 13.6%

（４）他団体への公共資産整備補助金等 8.1億円 0.7%

小　　計 596.4億円 54.4%

（１）支払利息 10.1億円 0.9%

（２）回収不能見込計上額 2.4億円 0.2%

（３）その他行政コスト － －

小　　計 12.5億円 1.1%

1,096.5億円

（　構　成　比　率　）

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 27.8億円

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 ｃ 9.4億円

37.2億円

ｄ／ａ 3.4%

1,059.3億円

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト ａ － ｄ

経 常 行 政 コ ス ト ａ

普通会計行政コスト計算書

至　平成２２年３月３１日

人にか
かるコ
スト

その他
のコス

ト

移転支
出的な
コスト

物にか
かるコ
スト

自　平成２１年４月 １ 日

短期間のうちに消
費してしまうもの
に対する経費。委
託料、需用費、役
務費等。 

有形固定資産のう
ち土地以外のもの
については、年の経
過により資産価値
が減少するため、そ
の当年度に減少し
たと認められる額。

個人や団体等の活
動に対して支給す
る補助金や、各種
負担金、保険料等。

他団体が行
う施設の建
設・改良事業
に対する補
助金、負担
金。 

すでに調定
された歳入
で徴収でき
ないと認定
されたもの
の額。 

貸借対照表に計
上した退職給与
引当金の前年度
からの増減額に
当年度の退職手
当を加算したも
の。 

公共用施設等
が老朽化した
り、災害等によ
り破損した場
合に、原状回復
するための経
費。 

社会保障制度の
一環として支出
した経費。生活保
護費、児童保育運
営費、障がい者支
援費等。 

普通会計から特
別会計に対する
繰出金。 

市債及び一時借
入金の支払利息。 

貸借対照表に
賞与引当金と
して計上した
額 
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４．行政コスト計算書による財務分析 
 

(１) 行政コスト 

 
 平成 21 年度の行政コスト合計額は 1,096 億 5 千万円でした。 

 行政コストを性質別に見ると、移転支出的なコストが 596 億 4 千万円で全体の 54.4％と

最も大きな割合を占めています。次いで物にかかるコストが 270 億 6 千万円で 24.7％、人

にかかるコストが 217 億円で 19.8％となっています。 

 また、行政コストを目的別に見ると、福祉費が 461 億 9 千万円で、行政コスト全体の 42.1％

を占め、突出していることがわかります。これは近年扶助費の伸びが著しいことに起因し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年度性質別コスト割合
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596.4億円

人にかかる
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217億円

物にかかる
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 270.6億円

その他の
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 12.5億円

目的別行政コストの状況
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（２）市民一人当たり行政コスト計算書 

 

 

市民一人当たり行政コストの金額を見ることによって、よりコストを身近に感じること

ができるとともに、他の都市と比較することができます。金額の大小だけから単純に評価

することはできませんが、町田市の市民一人当たり行政コストは 26 万 3 千円となり、比較

都市の中で最も低くなっています。 

　【経常行政コスト】

総　　額
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 総　務 その他

（１）人件費 45,817円 4,092円 12,272円 6,600円 4,994円 15,867円 1,992円

（２）退職手当引当金繰入等 4,468円 590円 893円 853円 713円 1,296円 123円

1 （３）賞与引当金繰入額 1,634円 201円 414円 291円 244円 442円 42円

小　　計 51,919円 4,883円 13,579円 7,744円 5,951円 17,605円 2,157円

（１）物件費 42,578円 4,067円 10,233円 4,775円 11,254円 10,107円 2,142円

（２）維持補修費 2,332円 1,557円 334円 125円 161円 121円 34円

（３）減価償却費 19,887円 6,850円 6,853円 1,425円 2,634円 1,787円 338円

小　　計 64,797円 12,474円 17,420円 6,325円 14,049円 12,015円 2,514円

（１）社会保障給付 67,706円 854円 66,599円 253円

（２）補助金等 37,295円 281円 3,492円 4,447円 3,208円 15,009円 10,858円

3 （３）他会計等への支出額 35,761円 8,058円 0円 24,473円 3,230円 0円 0円

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,931円 733円 0円 946円 140円 101円 11円

小　　計 142,693円 9,072円 4,346円 96,465円 6,831円 15,110円 10,869円

（１）支払利息 2,417円 2,417円

（２）回収不能見込計上額 572円 572円

（３）その他行政コスト 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

小　　計 2,989円 0円 0円 0円 0円 0円 2,989円

262,398円 26,429円 35,345円 110,534円 26,831円 44,730円 18,529円

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 6,662円 266円 87円 806円 3,618円 582円 1,303円

２ 分担金・負担金・寄附金　ｃ 2,252円 0円 48円 2,179円 0円 6円 19円

8,914円 266円 135円 2,985円 3,618円 588円 1,322円

253,484円 26,163円 35,210円 107,549円 23,213円 44,142円 17,207円

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コストａ－ｄ

平成21年度　市民一人当たり行政コスト計算書

2

4

経 常 行 政 コ ス ト ａ
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（３）性質別行政コスト 
  

行政コストの性質別内訳ですが、人にかかるコストは、比較都市の中では最も少ない反

面、移転支出的なコストは 2 番目に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）目的別行政コスト 

 
目的別の市民一人当たり行政コストを見ると、「教育」が比較都市中最も多く､「福祉」

が 2 番目に多くなっています。その他の目的別の金額は少ない部類に属しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

性質別行政コストの状況（市民一人当たり）
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（５）経常収益対経常行政コスト比率 
 

行政コスト計算書に計上される経常収益は、「使用料・手数料」「分担金・負担金・寄付

金」といった具体的な行政サービスに対する対価として収入される科目のみでありますが、

経常行政コストが、どの程度経常収益で賄われているかを、他市との比較により分析しま

す。町田市は比較都市の中で 3 番目の水準にあります。 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経常収益対経常行政コスト比率

3.4 4.1 3.7 3.3
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経 常 収 益

経 常 行 政 コ ス ト
＝ 経常収益対経常行政コスト比率
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５．純資産変動計算書の概要 
 

純資産変動計算書は、貸借対照表に計上されている純資産額が前年度（期首）に比べど

のように変動したかを示したもので、貸借対照表や行政コスト計算書に計上されていない

財源や臨時損益にあたるものなどが計上されています。 

計上されている科目は、行政コスト計算書の収支差である「純経常行政コスト」、税収等

使途が限定されていない「一般財源」、国県からの「補助金受入」、経常的でない収支とし

て「臨時損益」などです。科目振替の欄には、一般財源が公共資産等整備などにどのよう

に振り替えられたかなどが表示されています。 

 

 

 

 

 

純資産合計
公共資産等
整備国県補

助金等

公共資産等
整備一般財

源等

その他一般財
源等

資産評価差
額

期首純資産残高 4,467.3億円 743.7億円 3,713.4億円 -11.5億円 21.7億円

純経常行政コスト -1,059.3億円 -1,059.3億円

一般財源
地方税 685.4億円 685.4億円
地方交付税 0.5億円 0.5億円
その他行政コスト充当財源 85.0億円 85.0億円

補助金等受入 293.1億円 36.7億円 256.4億円

臨時損益
災害復旧事業費 0.0億円 0.0億円
公共資産除売却損益 6.7億円 6.7億円
出資金 0.0億円 0.0億円

科目振替
公共資産整備への財源投入 101.0億円 -101.0億円
公共資産処分による財源増 -6.7億円 6.7億円
貸付金・出資金等への財源投入 20.2億円 -20.2億円
貸付金・出資金等の回収等による財源増 -18.4億円 18.4億円

減価償却による財源増 -15.1億円 -83.1億円 98.2億円
地方債償還に伴う財源振替 46.1億円 -46.1億円

資産評価替えによる変動額 9.4億円 9.4億円

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高 4,488.1億円 765.3億円 3,772.5億円 -80.8億円 31.1億円

至 平成２２年３月３１日
自 平成２１年４月 １ 日

普通会計純資産変動計算書
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６．純資産変動計算書による財務分析 

  
平成 20 年度末（期首）時点の純資産額残高 4,467 億 3 千万円に対して、平成 21 年度末

時点では 20 億 8 千万円増の 4,488 億 1 千万円となっています。 

この増減の内訳は、経常行政コストから直接の対価収入である経常収益を差し引いた「純

経常行政コスト」により、1059 億 3 千万円減少し、地方税などの直接対価性のない「一般

財源」の収入による 770 億 9 千万円の増加、国県からの「補助金受入」による 293 億 1 千

万円の増加、臨時損益により 6 億 7 千万円の増加、売却可能資産の見直しを行ったことに

より 9 億 4 千万円の増加となっています。「補助金受入」については、公共資産の整備に充

当する分として 36 億円 7 千万円を、経常行政コストに充当する分として 256 億 4 千万円を

計上しています。 

 

純経常行政コスト
1059.3億円減　→

3408億円

地方税等一般財源
770.9億円増　→

4178.9億円

補助金受入293.1
億円増　→

4472億円

臨時損益, 6.7億
円増　→

4478.7億円

資産評価変動額
9.4億円増　→

4488.1億円

0
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      純資産の変動要因

当期純資産残高
4488.1億円

前期末純資産残高
4467.3億円

（億円）
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７．資金収支計算書の概要 
 

資金収支計算書は、貸借対照表に計上されている流動資産の「歳計現金」が前年度（期

首）に比べどのように変動したかを示したもので、現金の動きのみに着目しその変動をあ

らわしており、企業会計のキャッシュフローと対応するものです。 

資金収支計算書は、各種引当金や減価償却といった非現金支出を含まないことから、貸

借対照表や行政コスト計算書などと違い現金主義での積算額となっています。 

資金収支計算書は、町田市の決算書の姿に近いものですが、決算書における款項目とい

った目的別の科目ではなく、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収

支の部」の三つに大きく区分した上で人件費、物件費など性質別の科目で経費を分類し他

の３表との整合を図っています。 

人件費 231.0億円 投資及び出資金 0.0億円

物件費 177.9億円 貸付金 0.2億円

社会保障給付 283.0億円 基金積立額 53.4億円

補助金等 155.9億円 定額運用基金への繰出支出 －

支払利息 10.1億円
他会計等への公債費充当財源
繰出支出

12.8億円

他会計等への事務費等充当財
源繰出支出

119.3億円 地方債償還額 61.3億円

その他支出 9.7億円 支 出 合 計 127.7億円

支 出 合 計 986.9億円 国県補助金等 －

地方税 679.9億円 貸付金回収額 0.2億円

地方交付税 3.3億円 基金取崩額 －

国県補助金等 252.3億円 地方債発行額 －

使用料・手数料 27.7億円 公共資産等売却収入 6.7億円

分担金・負担金・寄附金 9.1億円 その他収入 3.7億円

諸収入 8.3億円 収 入 合 計 10.6億円

地方債発行額 28.5億円 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 -117.1億円

基金取崩額 52.3億円

その他収入 63.4億円 当年度歳計現金増減額 -49.0億円

収 入 合 計 1,124.8億円 期首歳計現金残高 94.8億円

経 常 的 収 支 額 137.9億円 期末歳計現金残高 45.8億円

公共資産整備支出 126.2億円

公共資産整備補助金等支出 8.1億円
他会計等への建設費充当財源
繰出支出

17.3億円

支 出 合 計 151.6億円

国県補助金等 40.9億円

地方債発行額 25.2億円

基金取崩額 9.7億円

その他収入 6.0億円

収 入 合 計 81.8億円

公 共 資 産 整 備 収 支 額 -69.8億円

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部１ 経 常 的 収 支 の 部

資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日
至　平成２２年３月３１日
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○ プライマリーバランスについて 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、公債費の利払い費と償還額を除いた歳

出と、公債発行収入を除いた歳入のバランスをみるものです。近年の財政構造改革等の議

論において、持続可能な財政のバランスの実現のための指標として使用されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-1,500 -1,000 -500 0 500 1,000

経常的収支の部

公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

支出合計

収入合計

収　入 支　出

基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額(繰越金除く) 1,217.4億円
　地方債発行額 △ 53.7億円
　財政調整基金等取崩額 △ 38.1億円

基礎的財政収入－Ａ 1,125.6億円

　支出総額 1,266.3億円
　地方債償還額 △ 71.4億円
　財政調整基金等積立額 △ 39.2億円

基礎的財政支出－Ｂ 1,155.7億円

　　Ａ－Ｂ　基礎的財政収支 -30.1億円

基礎的
財政収入
1125.6

財政調整基金
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53.7
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収
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(繰越金除く)
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平成 21 年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、マイナス 30.1 億円となっ

ていて、単年度の基礎的財政収支では赤字となっています。これは。基礎的財政収入は前

年度から繰越金を除いているのですが、平成 21 年度の繰越金には、定額給付金と子育て応

援特別手当に係る財源が含まれていました。この財源で平成 21 年度の定額給付金と子育て

応援特別手当を支給したため、本来の基礎的財政収支を見るには、当該部分の支出を除か

なくてはなりません。定額給付金と子育て応援特別手当に係る支出額を除いた基礎的財政

収支はプラス 29.9 億円となります。 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）の年度別の推移は以下のとおりとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎的財政収支の推移
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※平成20年度は基礎的財政収入から定額給付金、子育て応援特別手当にか
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8．連結財務諸表について 

 

 普通会計に加えて，国民健康保険事業会計や下水道事業会計等の公営事業会計を含めた

市全体の財務諸表を作成しました。これにより市全体の財政状況を把握できます。 

また、こうした普通会計や公営事業会計など、市が自ら行う行政サービスのほかに、そ

の他の行政サービスを実施するため加入している一部事務組合や連携協力して行政サービ

スを実施している公益法人などがあります。 

こうしたことから、行政サービス全体のコストなど財務状況を把握するため、関連団体

を連結した財務諸表を作成しました。 

 

市全体の財務諸表 ＝ 普通会計 ＋ 公営事業会計

連結財務諸表 ＝ 普通会計 ＋ 公営事業会計 ＋ 一部事務組合 ＋ 外郭団体

連結財務書類のイメージ図
（各単位の割合は経常行政コストの割合による。）

外郭団体

一部事務組合

公営事業会計

普通会計
連
結
財
務
諸
表
の
範
囲

市
全
体
の
財
務
諸
表
の
範
囲

・病院事業会計
・国民健康保険事業会計
・下水道事業会計
・忠生土地区画整理事業会計
・駐車場事業会計
・老人保健医療事業会計
・介護保険事業会計（保険事業勘定）
・介護保険事業会計（介護サービス事業勘定）

・受託水道事業会計
・後期高齢者医療事業会計

・病院事業会計
・国民健康保険事業会計
・下水道事業会計
・忠生土地区画整理事業会計
・駐車場事業会計
・老人保健医療事業会計
・介護保険事業会計（保険事業勘定）
・介護保険事業会計（介護サービス事業勘定）

・受託水道事業会計
・後期高齢者医療事業会計

・東京都後期高齢者医療広域連合

・東京たま広域資源循環組合

・多摩ニュータウン環境組合

・南多摩斎場組合

・東京都市町村総合事務組合

・東京都十一市競輪事業組合

・東京都六市競艇事業組合

・東京都後期高齢者医療広域連合

・東京たま広域資源循環組合

・多摩ニュータウン環境組合

・南多摩斎場組合

・東京都市町村総合事務組合

・東京都十一市競輪事業組合

・東京都六市競艇事業組合

・（財）町田市勤労者福祉サービスセンター

・（財）町田市文化・国際交流財団
・（株）町田まちづくり公社
・エルム・スリー管理（株）
・（株）町田センタービル
・（福）町田市社会福祉協議会
・（福）町田市福祉サービス協会
・(社）町田市シルバー人材センター
・町田市土地開発公社
・町田市スポーツ振興公社
・町田市リサイクル公社
・町田市観光コンベンション協会

・（財）町田市勤労者福祉サービスセンター

・（財）町田市文化・国際交流財団
・（株）町田まちづくり公社
・エルム・スリー管理（株）
・（株）町田センタービル
・（福）町田市社会福祉協議会
・（福）町田市福祉サービス協会
・(社）町田市シルバー人材センター
・町田市土地開発公社
・町田市スポーツ振興公社
・町田市リサイクル公社
・町田市観光コンベンション協会
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◎連結修正 

 普通会計と公営事業会計、一部事務組合及び外郭団体等（一部事務組合及び外郭団体に

ついては以下「外郭団体等」と標記します。）の内部取引は、連結することで 1 つの会計と

なるため相殺消去しています。 

 

（１）市全体・連結貸借対照表の概要 

 

普通会計に公営事業

会計を加えた市全体の

貸借対照表は、普通会計

と比べて資産が 2,073

億 5 千万円増加して

7,315 億 7 千万円、負債

が 763 億 8 千万円増加

して1,517億円9千万円、

純資産が1,309億7千万

円増加して 5,797 億 8

千万円となりました。こ

れに、外郭団体等を含めた連結貸借対照表は、市全体と比べて資産が 197 億 8 千万円増加

して 7,513 億 5 千万円、負債が 52 億 1 千万円増加して 1,570 億円、純資産が 145 億円 7

千万円増加して 5,943 億 5 千万円となっています。 

次 に、資産・負債・純資産における普通会計、公営事業会計及び外郭団体等の割合を見

ると、負債における公営事業会計の割合が高いことが特徴として挙げられます。これは、

下水道事業会計と病院事業会計において資本整備のために市債を多く借り入れているため

です。また、外郭団体等は資産が 3.1％、負債が 3.6％、純資産が 2.9％と、わずかな割合で

あることがわかります。 
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また、社会資本形成の

世代間負担比率（39 ペー

ジ参照）を見ると、負債

の割合が高い公営事業会

計を加えることにより、

市全体では将来世代の負

担割合が普通会計に比べ

て 6.3 ポイント高くなっ

ています。連結では、外

郭団体等の占める割合が

少ないこともあり、市全

体と比べて大きな変化はありません。 

 

（２）市全体・連結行政コスト計算書の概要 

 

普通会計に公営事業会計を加えた市全体の経常行政コスト合計額は、普通会計と比べて

701 億 8 千万円増加して 1,798 億 3 千万円となります。外郭団体等を含めた連結経常行政

コスト合計額は、市全体と比べて 365 億 6 千万円増加して 2,163 億 9 千万円となっていま

す。市全体の行政コストは、

普通会計のみの行政コスト

と比較して、移転支出的な行

政コストの割合が大きいこ

とがわかります。これは公営

事業会計のうち国民健康保

険事業会計や後期高齢者医

療事業会計は、医療給付費等

の補助費が大きな割合を占

めているためです。外郭団体

等は、市全体の枠組みで考え

ると行政コストにほとんど

影響を与えていません。 
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また市全体の経常収益は、

普通会計のみと比較して、

経常コストに占める経常収

益の割合が大きくなります

が、これは普通会計は、税

等行政サービスと直接対価

性のない財源により、行政

サービスが行われているの

に対し、公営事業会計の行

政サービスは、直接対価性

のある使用料等を財源とし

ているためです。外郭団体

等についても同じことがい

えます。 
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